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参考資料２ 

○ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 66 号）による改正後

の児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）（抄） 

 

第三十三条 児童相談所長は、児童虐待のおそれがあるとき、少年法第六条の六

第一項の規定により事件の送致を受けたときその他の内閣府令で定める場合

であつて、必要があると認めるときは、第二十六条第一項の措置を採るに至る

まで、児童の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は児童の心身の状

況、その置かれている環境その他の状況を把握するため、児童の一時保護を行

い、又は適当な者に委託して、当該一時保護を行わせることができる。 

② 都道府県知事は、前項に規定する場合であつて、必要があると認めるときは、

第二十七条第一項又は第二項の措置（第二十八条第四項の規定による勧告を

受けて採る指導措置を除く。）を採るに至るまで、児童の安全を迅速に確保し

適切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれている環境その他

の状況を把握するため、児童相談所長をして、児童の一時保護を行わせ、又は

適当な者に当該一時保護を行うことを委託させることができる。 

③ 児童相談所長又は都道府県知事は、前二項の規定による一時保護を行うと

きは、次に掲げる場合を除き、一時保護を開始した日から起算して七日以内に、

第一項に規定する場合に該当し、かつ、一時保護の必要があると認められる資

料を添えて、これらの者の所属する官公署の所在地を管轄する地方裁判所、家

庭裁判所又は簡易裁判所の裁判官に次項に規定する一時保護状を請求しなけ

ればならない。この場合において、一時保護を開始する前にあらかじめ一時保

護状を請求することを妨げない。 

一 当該一時保護を行うことについて当該児童の親権を行う者又は未成年後

見人の同意がある場合 

二 当該児童に親権を行う者又は未成年後見人がない場合 

三 当該一時保護をその開始した日から起算して七日以内に解除した場合 

④ 裁判官は、前項の規定による請求（以下この条において「一時保護状の請求」

という。）のあつた児童について、第一項に規定する場合に該当すると認める

ときは、一時保護状を発する。ただし、明らかに一時保護の必要がないと認め

るときは、この限りでない。 

⑤ 前項の一時保護状には、次に掲げる事項（第五号に掲げる事項にあつては、

第三項後段に該当する場合に限る。）を記載し、裁判官がこれに記名押印しな

ければならない。 

一 一時保護を行う児童の氏名 

二 一時保護の理由 

三 発付の年月日 

四 裁判所名 

五 有効期間及び有効期間経過後は一時保護を開始することができずこれを

返還しなければならない旨 

⑥ 一時保護状の請求についての裁判は、判事補が単独ですることができる。 
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⑦ 児童相談所長又は都道府県知事は、裁判官が一時保護状の請求を却下する

裁判をしたときは、速やかに一時保護を解除しなければならない。ただし、一

時保護を行わなければ児童の生命又は心身に重大な危害が生じると見込まれ

るときは、児童相談所長又は都道府県知事は、当該裁判があつた日の翌日から

起算して三日以内に限り、第一項に規定する場合に該当し、かつ、一時保護の

必要があると認められる資料及び一時保護を行わなければ児童の生命又は心

身に重大な危害が生じると見込まれると認められる資料を添えて、簡易裁判

所の裁判官がした裁判に対しては管轄地方裁判所に、その他の裁判官がした

裁判に対してはその裁判官が所属する裁判所にその裁判の取消しを請求する

ことができる。 

⑧ 前項ただし書の請求を受けた地方裁判所又は家庭裁判所は、合議体で決定

をしなければならない。 

⑨ 第七項本文の規定にかかわらず、児童相談所長又は都道府県知事は、同項た

だし書の規定による請求をするときは、一時保護状の請求についての裁判が

確定するまでの間、引き続き第一項又は第二項の規定による一時保護を行う

ことができる。 

⑩ 第七項ただし書の規定による請求を受けた裁判所は、当該請求がその規定

に違反したとき、又は請求が理由のないときは、決定で請求を棄却しなければ

ならない。 

⑪ 第七項ただし書の規定による請求を受けた裁判所は、当該請求が理由のあ

るときは、決定で原裁判を取り消し、自ら一時保護状を発しなければならない。 

⑫ 第一項及び第二項の規定による一時保護の期間は、当該一時保護を開始し

た日から二月を超えてはならない。 

⑬ 前項の規定にかかわらず、児童相談所長又は都道府県知事は、必要があると

認めるときは、引き続き第一項又は第二項の規定による一時保護を行うこと

ができる。 

⑭ 前項の規定により引き続き一時保護を行うことが当該児童の親権を行う者

又は未成年後見人の意に反する場合においては、児童相談所長又は都道府県

知事が引き続き一時保護を行おうとするとき、及び引き続き一時保護を行つ

た後二月を超えて引き続き一時保護を行おうとするときごとに、児童相談所

長又は都道府県知事は、家庭裁判所の承認を得なければならない。ただし、当

該児童に係る第二十八条第一項第一号若しくは第二号ただし書の承認の申立

て又は当該児童の親権者に係る第三十三条の七の規定による親権喪失若しく

は親権停止の審判の請求若しくは当該児童の未成年後見人に係る第三十三条

の九の規定による未成年後見人の解任の請求がされている場合は、この限り

でない。 

⑮ 児童相談所長又は都道府県知事は、前項本文の規定による引き続いての一

時保護に係る承認の申立てをした場合において、やむを得ない事情があると

きは、一時保護を開始した日から二月を経過した後又は同項の規定により引

き続き一時保護を行つた後二月を経過した後も、当該申立てに対する審判が
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確定するまでの間、引き続き一時保護を行うことができる。ただし、当該申立

てを却下する審判があつた場合は、当該審判の結果を考慮してもなお引き続

き一時保護を行う必要があると認めるときに限る。 

⑯ 前項本文の規定により引き続き一時保護を行つた場合において、第十四項

本文の規定による引き続いての一時保護に係る承認の申立てに対する審判が

確定した場合における同項の規定の適用については、同項中「引き続き一時保

護を行おうとするとき、及び引き続き一時保護を行つた」とあるのは、「引き

続いての一時保護に係る承認の申立てに対する審判が確定した」とする。 

⑰ 児童相談所長は、特に必要があると認めるときは、第一項の規定により一時

保護が行われた児童については満二十歳に達するまでの間、次に掲げる措置

を採るに至るまで、引き続き一時保護を行い、又は一時保護を行わせることが

できる。 

一 第三十一条第四項の規定による措置を要すると認める者は、これを都道府

県知事に報告すること。 

二 児童自立生活援助の実施又は社会的養護自立支援拠点事業の実施が適当

であると認める満二十歳未満義務教育終了児童等は、これをその実施に係る

都道府県知事に報告すること。 

⑱ 都道府県知事は、特に必要があると認めるときは、第二項の規定により一時

保護が行われた児童については満二十歳に達するまでの間、第三十一条第四

項の規定による措置（第二十八条第四項の規定による勧告を受けて採る指導

措置を除く。第二十項において同じ。）を採るに至るまで、児童相談所長をし

て、引き続き一時保護を行わせ、又は一時保護を行うことを委託させることが

できる。 

⑲ 児童相談所長は、特に必要があると認めるときは、第十七項各号に掲げる措

置を採るに至るまで、保護延長者（児童以外の満二十歳に満たない者のうち、

第三十一条第二項から第四項までの規定による措置が採られているものをい

う。以下この項及び次項において同じ。）の安全を迅速に確保し適切な保護を

図るため、又は保護延長者の心身の状況、その置かれている環境その他の状況

を把握するため、保護延長者の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、当

該一時保護を行わせることができる。 

⑳ 都道府県知事は、特に必要があると認めるときは、第三十一条第四項の規定

による措置を採るに至るまで、保護延長者の安全を迅速に確保し適切な保護

を図るため、又は保護延長者の心身の状況、その置かれている環境その他の状

況を把握するため、児童相談所長をして、保護延長者の一時保護を行わせ、又

は適当な者に当該一時保護を行うことを委託させることができる。 

㉑ 第十七項から前項までの規定による一時保護は、この法律の適用について

は、第一項又は第二項の規定による一時保護とみなす。 

 


